
全社法振発第 538 号① 
令和 5 年 3 月 16 日 

会 員 各 位 
社会福祉法人 全国社会福祉協議会 
全国社会福祉法人経営者協議会  
会 長  磯   彰 格   
措置事業等経営委員会  

  委員長  山 本 たつ子   
（公印略）  

「措置施設経営法人の取組に関する調査」の実施について 
（協力依頼） 

本会事業の推進には日頃より格段のご協力を賜り、厚く御礼申しあげます。 
さて、今日、措置施設には、本来の措置事業だけでなく、その専門機能を活かし、多様
な福祉ニーズに対応することが求められています。そうしたなかで、措置施設経営法人に
おいては、措置施設の機能を活用し、また法人内各施設との連携のもとで、地域の生活困
窮者等に向けた公益的な取組や、他分野の福祉課題への取組の展開を行っています。 
他方、措置施設が地域の最後のセーフティネットとして重要な機能を担うなかで、措置
施設には他種別施設と比べて特に、機能を再生産するための施設整備にかかる資金調達等
に不安が大きくあり、昨今の建築費用の高騰からもその負担は顕著となっております。 
全国経営協では、措置施設経営法人における取組を「見せる化」するとともに悩みを把
握し、措置施設が引き続きその役割を果たせるよう、提言や要望など必要な対応を図って
まいります。 
つきましては、こうした提言等にかかる基礎資料とするため、措置施設経営法人におけ
る取組実態や経営課題に関する本調査への回答にご協力を賜りたく、よろしくお願い申し
あげます。 

● 調査方法 ： 別紙「措置施設経営法人の取組に関する調査の実施について」参照 
（調査対象、調査票のダウンロード、回答送付先等について記載） 

● 回答期限 ： 令和5年4月20日（木）
年度末初のご多忙の中、誠に恐縮ですがご協力をお願いいたします。 
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